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事 務 連 絡  

平成19年6月6日  

都道府県  

各 指定都市 介言葉保険主管部（局）御中  

中核市  

厚生労働省老健局計画課  

振興課  

相談窓口の設置について   

株式会社コムスンの不正行為への対応等について虹本日、通知を発出し、介護サービ  

ス利用者に対する周知をお願いしているところでありますが、厚生労働省においては、同  

社の介護サービスの利用者の安心を確保を図るため、相談窓口（電話番号：03－3595－2316）  

を設置いたしました。   

都道府県■指建都市・中核市におかれましても、早急に同社の介護サービス利用者のた  

めの相談窓口設置していただきますようお願いいたします。  
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事業者の指定■更新・取消し等に係る関係条文  

居宅サービス事業者  

（指定居宅サービス事業者の指定）  

第七十条 第四十一条第一項本文の指定は、厚生労働省令で定めるところによ   

り、居宅サービス事業を行う者の申請により、居宅サービスの種類及び当該   

居宅サービスの種類に係る居宅サービス事業を行う事業所（以下この節にお   

いて単に「事業所」という。）ごとに行う。  

2 都道府県知事は、前項の申請があった場合において、第一号から第三号ま   

で、第五号から第七号まで、第九号又は第十号（病院等により行われる居宅   

療養管理指導又は病院若しくは診療所により行われる訪問看護、訪問リハビ  

リテーション、通所リハビリテーション若しくは短期入所療養介護に係る指   

定の申請にあっては、第二号から第十一号まで）のいずれかに該当するとき   

は、第四十一条第一項本文の指定をしてはならない。   

一 申請者が法人でないとき。   

ニ 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第七十四  

条第一項の厚生労働省令で定める基準及び同項の厚生労働省令で定める員  

数を満たしていないとき。   

三 申請者が、第七十四条第二項に規定する指定居宅サービスの事業の設備  

及び運営に関する基準に従って適正な居宅サービス事業の運営をすること  

ができないと認められるとき。   

四 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受  

けることがなくなるまでの者であるとき。   

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で  

政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、  

又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。   

六 申請者が、第七十七条第一項又は第百十五条の二十九第六項の規定によ  

り指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者   

（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの  

処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内  

に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準   

ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する看であるかを問   

わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ず  

る者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。第五節にお  

いて同じ。）又はその事業所を管理する者その他の政令で定める使用人（以  

下「役員等」という。）であった者で当該取消しの日から起算して五年を経  

過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない病院等であ  

る場合においては、当該通知があった目前六十日以内に当該病院等の管理  
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者であった看で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含  

む。）であるとき。   

七 申請者が、第七十七条第一項又は第百十五条の二十九第六項の規定によ   

る指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があっ  

た日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に  

第七十五条の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止につ  

いて相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経   

過しないものであるとき。   

八 前号に規定する期間内に第七十五条の規定による事業の廃止の届出があ   

った場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に   

係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員   

等又は当該届出に係る法人でない病院等（当該事業の廃止について相当の   

理由があるものを除く。）の管理者であった看で、当該届出の日から起算し   

て五年を経過しないものであるとき。   

九 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に閲し不正又は著し  

く不当な行為をした者であるとき。   

十 申請者が、法人で、その役員等のうちに第四号から前号までのいずれか  

に該当する者のあるものであるとき。   

十一 申請者が、法人でない病院等で、その管理者が第四号から第九号まで  

のいずれかに該当する者であるとき。  

3 都道府県知事は、介護専用型特定施設入居者生活介護（介護専用型特定施   

設に入居している要介護者について行われる特定施設入居者生活介護をいう。   

以下同じ。）につき第一項の申請があった場合において、当該申請に係る事   

業所の所在地を含む区域（第百十八条第二項第一号の規定により当該都道府   

県が定める区域とする。）における介護専用型特定施設入居者生活介護の利   

用定員の総数及び地域密着型特定施設入居者生活介護の利用定員の総数の合   

計数が、 同条第一項の規定により当該都道府県が定める都道府県介護保険事   

業支援計画において定めるその区域の介護専用型特定施設入居者生活介護の   

必要利用定員総数及び地域密着型特定施設入居者生活介護の必要利用定員総   

数の合計数に既に達しているか、又は当該申請に係る事業者の指定によって   

これを超えることになると認めるとき、その他の当該都道府県介護保険事業   

支援計画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるときは、第四十一条第   

一項本文の指定をしないことができる。  

4 都道府県知事は、混合型特定施設入居者生活介護（介護専用型特定施設以   

外の特定施設に入居している要介護者について行われる特定施設入居者生活   

介護をいう。以下同じ。）につき第一項の申請があった場合において、当該申   

請に係る事業所の所在地を含む区域（第百十八条第二項第一号の規定により   

当該都道府県が定める区域とする。）における混合型特定施設入居者生活介護   

の推定利用定員（厚生労働省令で定めるところにより算定した定員をいう。）  
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の総数が、同条第一項の規定により当該都道府県が定める都道府県介護保険   

事業支援計画において定めるその区域の混合型特定施設入居者生活介護の必   

要利用定員総数に既に達しているか、又は当該申請に係る事業者の指定によ   

ってこれを超えることになると認めるとき、その他の当該都道府県介護保険   

事業支援計画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるときは、第四十一   

条第一項本文の指定をしないことができる。  

5 都道府県知事は、第四十一条第一項本文の指定（特定施設入居者生活介護   

その他の厚生労働省令で定める居宅サービスに係るものに限る。）をしようと   

するときは、関係市町村長に対し、厚生労働省令で定める事項を通知し、相   

当の期間を指定して、当該関係市町村の第百十七条第一項に規定する市町村  

介護保険事業計画との調整を図る見地からの意見を求めなければならない。   

（指定の更新）  

第七十条の二 第四十一条第一項本文の指定は、六年ごとにその更新を受けな   

ければ、その期間の経過によって、その効力を失う。  

2 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条におい   

て「指定の有効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がさ   

れないときは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその処分がされる   

までの問は、なおその効力を有する。  

3 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、   

従前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。  

4 前条の規定は、第一項の指定の更新について準用する。   

（指定の取消し等）  

第七十七条 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、   

当該指定居宅サービス事業者に係る第四十一条第一項本文の指定を取り消し、   

又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができ   

る。   

一 指定居宅サービス事業者が、第七十条第二項第四号、第五号、第十号又  

は第十一号のいずれかに該当するに至ったとき。   

二 指定居宅サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若し  

くは技能又は人員について、第七十四条第一項の厚生労働省令で定める  

基準又は同項の厚生労働省令で定める員数を満たすことができなくなっ  

たとき。   

三 指定居宅サービス事業者が、第七十四条第二項に規定する指定居宅サー  

ビスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定居宅サービ  

スの事業の運営をすることができなくなったとき。   

四 指定居宅サービス事業者が、第七十四条第四項に規定する義務に違反し  

たと認められるとき。   

五 居宅介護サービス費の請求に関し不正があったとき。   

六 指定居宅サービス事業者が、第七十六条第一項の規定により報告又は帳  

簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告を  
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したとき。   

七 指定居宅サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第七十  
六条第一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定によ  
る質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定によ  
る検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事  
業所の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、  
当該指定居宅サービス事業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。   

八 指定居宅サービス事業者が、不正の手段により第四十一条第一項本文の  
指定を受けたとき。   

九 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅サービス事業者が、この法律その  
他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれ  

らの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。   
十 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅サービス事業者が、居宅サービス  

等に閲し不正又は著しく不当な行為をしたとき。   
十一 指定居宅サービス事業者が法人である場合において、その役員等のう  

ちに指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとす  

るとき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をし  

た者があるとき。   

十二 指定居宅サービス事業者が法人でない病院等である場合において、そ  
の管理者が指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしよ  

うとするとき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行  

為をした看であるとき。  

2 市町村は、保険給付に係る指定居宅サービスを行った指定居宅サービス事   
業者について、前項各号のいずれかに該当すると認めるときは、その旨を当   
該指定に係る事業所の所在地の都道府県知事に通知しなければならない。  

（文書の提出等）  

第二十三条 市町村は、保険給付に関して必要があると認めるときは、当該保険給付を受   
ける者若しくは当該保険給付に係る居宅サービス等（居宅サービス（これlこ相当するサ  

はこれらの看であった者（第二十四条の二第一項第一号において「照会等対象者」とい   
う。）に対し、文書その他の物件の提出若しくは提示を求め、若しくは依頼し、又は当   
該職員に質問若しくは照会をさせることができる。  
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地域密着型サービス事業  

（指定地域密着型サービス事業者の指定）  

第七十八条の二 第四十二条の二第一項本文の指定は、厚生労働省令で定める   

ところにより、地域密着型サービス事業を行う者（地域密着型介護老人福祉   

施設入所者生活介護を行う事業にあっては、老人福祉法第二十条の五に規定   

する特別養護老人ホームであって、その入所定員が二十九人以下であるもの   

の開設者）の申請により、地域密着型サービスの種類及び当該地域密着型サ   

ービスの種類に係る地域密着型サービス事業を行う事業所（以下この節にお   

いて「事業所」という。）ごとに行い、当該指定をする市町村長がその長であ   

る市町村の行う介護保険の被保険者に対する地域密着型介護サービス責及び   

特例地域密着型介護サービス真の支給について、その効力を有する。  

2 市町村長は、第四十二条の二第一項本文の指定をしようとするときは、厚   

生労働省令で定めるところにより、あらかじめその旨を都道府県知事に届け   

出なければならない。  

3 都道府県知事は、地域密着型特定施設入居者生活介護につき市町村長から   

前項の届出があった場合において、当該申請に係る事業所の所在地を含む区   

域（第百十八条第二項第一号の規定により当該都道府県が定める区域とす   

る。）における介護専用型特定施設入居者生活介護の利用定員の総数及び地域   

密着型特定施設入居者生活介護の利用定員の総数の合計数が、同条第一項の   

規定により当該都道府県が定める都道府県介護保険事業支援計画において定   

めるその区域の介護専用型特定施設入居者生活介護の必要利用定員総数及び   

地域密着型特定施設入居者生活介護の必要利用定員総数の合計数に既に達し   

ているか、又は当該申請に係る事業者の指定によってこれを超えることにな   

ると認めるとき、その他の当該都道府県介護保険事業支援計画の達成に支障   

を生ずるおそれがあると認めるときは、当該市町村長に対し、必要な助言又   

は勧告をすることができる。  

4 市町村長は、第一項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに   

該当するときは、第四十二条のこ第一項本文の指定をしてはならない。   

一 申請者が法人でないとき。   

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第七十八  

条の四第一項の厚生労働省令で定める基準若しくは同項の厚生労働省令で  

定める員数又は同条第四項に規定する指定地域密着型サービスに従事する  

従業者に関する基準を満たしていないとき。   

三 申請者が、第七十八条の四第二項又は第四項に規定する指定地域密着型  

サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な地域密着型サ  

ービス事業の運営をすることができないと認められるとき。   

四 当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、そ  
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の所在地の市町村長の同意を得ていないとき。   

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で  

政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、  

又は執行を受けることがなくなるまでの看であるとき。   

六 申請者が、第七十八条の九（第二号から第五号までを除く。）の規定に  

より指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない看  

であるとき。   

七 申請者が、第七十八条の九（第二号から第五号までを除く。）の規定に  

よる指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知が  

あった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの  

間に第七十八条の五の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業  

の廃止について相当の理由がある者を除く。）又は第七十八条の七の規定  

による指定の辞退をした者（当該指定の辞退について相当の理由がある者  

を除く。）で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して五年を経過しな  

いものであるとき。   

八 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に閲し不正又は著し  

く不当な行為をした者であるとき。   

九 申請者の役員等のうちに次のいずれかに該当する者があるとき。  

イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けること  

がなくなるまでの者  

口 第五号又は前号に該当する者  

ハ 第七十八条の九（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定  

を取り消された法人において、当該取消しの処分に係る行政手続法第十  

五条の規定による通知があった目前六十日以内にその役員等であった看  

で当該取消しの日から起算して五年を経過しないもの  

こ 第七号に規定する期間内に第七十八条の五の規定による事業の廃止  

の届出をした法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除  

く。）又は第七十八条の七の規定による指定の辞退をした法人（当該指  

定の辞退について相当の理由がある法人を除く。）において、同号の通  

知の日前六十日以内にその役員等であった者で当該届出又は指定の辞退  

の日から起算して五年を経過しないもの  

5 市町村長は、第一項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに   

該当するときは、第四十二条の二第一項本文の指定をしないことができる。   

－ 申請者が、第七十八条の九第二号から第五号までの規定により指定を取  

り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者であるとき。   

二 申請者が、第七十八条の九第二号から第五号までの規定による指定の取   

消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当   

該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの問に第七十八条   

の五の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相  
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当の理由がある者を除く。）又は第七十八条の七の規定による指定の辞退を  

した者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）で、当該届  

出又は指定の辞退の日から起算して五年を経過しないものであるとき。   

三 申請者の役員等のうちに次のいずれかに該当する者があるとき。  

イ 第七十八条の九第二号から第五号までの規定により指定を取り消され  

た法人において、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定  

による通知があった日前六十日以内にその役員等であった者で当該取消  

しの日から起算して五年を経過しないもの  

口 前号に規定する期間内に第七十八条の五の規定による事業の廃止の届  

出をした法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除  

く。）又は第七十八条の七の規定による指定の辞退をした法人（当該指  

定の辞退について相当の理由がある法人を除く。）において、同号の通  

知の目前六十日以内にその役員等であった看で当該届出又は指定の辞退  

の日から起算して五年を経過しないもの   

四 認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地  

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護につき第一項の申請があった場  

合において、当該市町村又は当該申請に係る事業所の所在地を含む区域  

（第百十七条第二項第一号の規定により当該市町村が定める区域とする。  

以下この号において「日常生活圏域」という。）における当該地域密着型  

サービスの利用定員の総数が、同条第一項の規定により当該市町村が定め  

る市町村介護保険事業計画において定める当該市町村又は当該日常生活圏  

域の当該地域密着型サービスの必要利用定員総数に既に達しているか、又  

は当該申請に係る事業者の指定によってこれを超えることになると認める  

とき、その他の当該市町村介護保険事業計画の達成に支障を生ずるおそれ  

があると認めるとき。  

6 市町村長は、第四十二条の二第一項本文の指定を行おうとするとき又は前   

項第四号の規定により同条第一項本文の指定をしないこととするときは、あ   

らかじめ、当該市町村が行う介護保険の被保険者その他の関係者の意見を反   

映させるために必要な措置を講じなければならない。  

7 市町村長は、第四十二条の二第一項本文の指定を行うに当たって、当該事   

業の適正な運営を確保するために必要と認める条件を付することができる。  

（指定の取消し等）  

第七十八条の九 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、   

当該指定地域密着型サービス事業者に係る第四十二条の二第一項本文の指定   

を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止す   

ることができる。   

一 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の二第四項第五号又は第  

九号のいずれかに該当するに至ったとき。  
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二 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条のこ第五項第三号に該当   

するに至ったとき。  

三 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の二第七項の規定により   

当該指定を行うに当たって付された条件に違反したと認められるとき。  

四 指定地域密着型サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知   

識若しくは技能又は人員について、第七十八条の四第一項の厚生労働省令   

で定める基準若しくは同項の厚生労働省令で定める員数又は同条第四項に   

規定する指定地域密着型サービスに従事する従業者に関する基準を満たす   

ことができなくなったとき。  

五 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の四第二項又は第四項に   

規定する指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従   

って適正な指定地域密着型サービスの事業の運営をすることができなくな   

ったとき。  

六 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の四第六項に規定する義   

務に違反したと認められるとき。  

七 指定地域密着型サービス事業者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生   

活介護を行うものに限る。）が、第二十八条第五項（第二十九条第二項、第   

三十条第二項、第三十一条第二項、第三十三条第四項、第三十三条の二第   

二項、第三十三条の三第二項及び第三十四条第二項において準用する場合   

を含む。第八十四条、第九十二条及び第百四条において同じ。）の規定によ   

り調査の委託を受けた場合において、当該調査の結果について虚偽の報告   

をしたとき。  

八 地域密着型介護サービス真の請求に関し不正があったとき。  

九 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の六第一項の規定により   

報告又は帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚   

偽の報告をしたとき。  

十 指定地域密着型サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、   

第七十八条の六第一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項   

の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項   

の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指   

定に係る事業所の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止   

するため、当該指定地域密着型サービス事業者が相当の注意及び監督を尽   

くしたときを除く。  

十一 指定地域密着型サービス事業者が、不正の手段により第四十二条の二   

第一項本文の指定を受けたとき。  

十二 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型サービス事業者が、この   

法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの   

又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。  

十三 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型サービス事業者が、居宅   

サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。  

十四 指定地域密着型サービス事業者の役員等のうちに、指定の取消し又は   

指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居   

宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。  
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（準用）  

第七十八条の十一 第七十条のこの規定は、第四十二条のこ第一項本文の指定   
について準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定め   

る。  

（文書の提出等）  

第二十三条 市町村は、保険給付に関して必要があると認めるときは、当該保険給付を受   
ける者若しくは当該保険給付に係る唇宅サニビ紳」これに相当するサ  

又   
はこれらの看であった者（第二十四条の二第一項第一号において「照会等対象者」とい   
う。）に対し、文書その他の物件の提出若しくは提示を求め、若しくは依頼し、又は当   
該職員に質問若しくは照会をさせることができる。  
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指定居宅介護支援事業  

（指定居宅介護支援事業者の指定）  

第七十九条 第四十六条第一項の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、   

居宅介護支援事業を行う者の申請により、居宅介護支援事業を行う事業所   

（以下この節において単に「事業所」という。）ごとに行う。  

2 都道府県知事は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれか   

に該当するときは、第四十六条第一項の指定をしてはならない。   
一  申請者が法人でないとき。   

二 当該申請に係る事業所の介護支援専門員の人員が、第八十一条第一項の  

厚生労働省令で定める員数を満たしていないとき。   

三 申請者が、第八十一条第二項に規定する指定居宅介護支援の事業の運営  

に関する基準に従って適正な居宅介護支援事業の運営をすることができな  

いと認められるとき。   

四 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で  

政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、  

又は執行を受けることがなくなるまでの看であるとき。   

五 申請者が、第八十四条第一項又は第百十五条の二十九第六項の規定によ  

り指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者で  

あるとき。   

六 申請者が、第八十四条第一項又は第百十五条の二十九第六項の規定によ  

る指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があっ  

た日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に  

第八十二条の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止につ  

いて相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経  

過しないものであるとき。   

七 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著し  

く不当な行為をした看であるとき。   

八 申請者の役員等のうちに次のいずれかに該当する者があるとき。  

イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けること  

がなくなるまでの者  

口 第四号又は前号に該当する者  

ハ 第八十四条第一項又は第百十五条の二十九第六項の規定により指定を  

取り消された法人において、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五  

条の規定による通知があった目前六十日以内にその役員等であった者で  

当該取消しの日から起算して五年を経過しないもの  

二 第六号に規定する期間内に第八十二条の規定による事業の廃止の届  

出をした法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）  
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において、同号の通知の日前六十日以内にその役員等であった者で当該  

届出の日から起算して五年を経過しないもの  

（指定の更新）  

第七十九条の二 第四十六条第一項の指定は、六年ごとにその更新を受けなけ   
れば、その期間の経過によって、その効力を失う。  

2 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条におい   

て「指定の有効期間」という。）め満了の日までにその申請に対する処分がさ   
れないときは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその処分がされる   
までの問は、なおその効力を有する。  

3 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、   
従前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。  

4 前条の規定は、第一項の指定の更新について準用する。   

（指定の取消し等）  

第八十四条 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、   

当該指定居宅介護支援事業者に係る第四十六条第一項の指定を取り消し、又   
は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。   
一 指定居宅介護支援事業者が、第七十九条第二項第四号又は第八号のいず  

れかに該当するに至ったとき。   

二 指定居宅介護支援事業者が、当該指定に係る事業所の介護支援専門員の  
人員について、第八十一条第一項の厚生労働省令で定める員数を満たすこ  

とができなくなったとき。   

三 指定居宅介護支援事業者が、第八十一条第二項に規定する指定居宅介護   

支援の事業の運営に関する基準に従って適正な指定居宅介護支援の事業の   

運営をすることができなくなったとき。   

四 指定居宅介護支援事業者が、第八十一条第四項に規定する義務に違反し  
たと認められるとき。   

五 第二十八条第五項の規定により調査の委託を受けた場合において、当該   

調査の結果について虚偽の報告をしたとき。   

六 居宅介護サービス計画真の請求に閲し不正があったとき。   

七 指定居宅介護支援事業者が、第八十三条第一項の規定により報告又は帳   
簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告を  
したとき。   

八 指定居宅介護支援事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第八十   
三条第一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定によ   
る質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定によ   
る検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事   
業所の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、   
当該指定居宅介護支援事業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。   

九 指定居宅介護支援事業者が、不正の手段により第四十六条第一項の指定  

を受けたとき。   

十 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅介護支援事業者が、この法律その  
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他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれ  

らの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。   

十一 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅介護支援事業者が、居宅サービ   

ス等に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。   

十二 指定居宅介護支援事業者の役員等のうちに、指定の取消し又は指定の   

全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居宅サー  

ビス等に閲し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。  

2 市町村は、保険給付に係る指定居宅介護支援又は第二十八条第五項の規定   

により委託した調査を行った指定居宅介護支援事業者について、前項各号の   

いずれかに該当すると認めるときは、その旨を当該指定に係る事業所の所在   

地の都道府県知事に通知しなければならない。  

（文書の提出等）  

第二十三条 市町村は、保険給付に関して必要があると認めるときは、当該保険給付を受  
若し一給宅ススこするサ  

援（これに相当するサービスを含む。）、施設サービス、介護予防サービス（これに相当  
するサービスを含む。）、地域密着型介護予防サ榊ビスを含  
む。）葦岬）  
を担当する者若しくは保険給付に係る第四十五条第一項に規定する住宅改修を行う者又  
はこれらの看であった者（第二十四条の二第一項第一号において「照会等対象者」とい  
う。）に対し、文書その他の物件の提出若しくは提示を求め、若しくは依頼し、又は当  
該職員に質問若しくは照会をさせることができる。  
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